
（３）教職員の配置構成等の整理

教職員定数は，学級数に応じて各都道府県ごとに定められています。一般的に，小規模校にな

るほど，余裕のない教職員配置となっており，たとえば，教職員１人が担当する１週間当たりの

平均授業時数が増加したり，授業以外の業務についても分担する教職員が少ないため，１人当た

りの業務量が増加するなど，さまざまな負担が全体的に増加することが課題となっています。 

また，基礎自治体では独自予算で少人数指導補助教員等を配置しているところもありますが，

それらの教職員も含め全体をとらえ，総合的に適正な配置を検討する必要があります。 

 

標準規模校［ １２学級］ 小規模校［６学級］

校 長 １人

副校長 １人

教 諭 １４人

養護教諭 １人

事務職員 １人

計 １８人

校 長 １人

副校長 １人

教 諭 ８人

養護教諭 １人

事務職員 １人

計 １２人

（教職員構成） （教職員構成）

比較

標準規模校［ １２学級］ 小規模校［６学級］

（カリキュラム） （カリキュラム）

比較

職員の負担が
多い

教諭の平均授業時数（週）
２４.５コマ

（H28年度学校教員統計調査）

教諭の平均授業時数（週）
２７.０コマ（イメージ）

令和2年度小学校教職員定数配当基準表
（東京都）より

令和2年度小学校教職員定数配当基準表
（東京都）より
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■ 適正規模・適正配置の検討例③：分校を活用した学校運営

  （鹿児島県天城町） 

鹿児島県天城町立岡前小学校与名間分校は，小規模校であることのメリットを活かすために，

分校として存続させることを選択した学校です。以下に学校紹介から引用したものを示します。 

【概要（令和２年５月１日）】 

学校規模／２学級１１名（1・2年，3・4年の複式学級） 

教職員数／校長０名（兼務），教頭１名，教諭２名，養護教諭０名（兼務）， 

事務職員０名（兼務） 

※校長，養護教諭，事務職員は，本務校である「岡前小学校」との兼務で，

実質は３名体制

就学期間／与名間分校は 1～4年生までの在籍。5年生から岡前小学校に通う。 

【天城町の位置と特色】 

天城町は，鹿児島県本土と沖縄のちょうど中央に位置する徳之島の北西部にあって，ほぼ徳之

島の西半分を占めています。北から天城岳（533ｍ），三方通岳（500ｍ），美名田山（438ｍ）

の諸峰が連なり，隣町との境をなしています。これら山麓に源を発する河川は，秋利神川（延長

13km），港川，真瀬名川，湾屋川となって西流し東シナ海に注いでいます。 

【岡前小学校与名間分校】 

令和２年度，児童数は 11 名で，美しい与名間ビーチや

豊かな自然を活用した体験活動，少人数に合わせたきめ細

かな学習指導，一輪車運動場を中心にした体力づくりが充

実している小学校です。 

【特認制度，山海留学】 

与名間分校では，居住地に関係なく通学できる「特認制

度」，本土の小学校から生活の場を移して通学する「山海留

学」を実施しています。令和2年度山海留学生は4名です。 

山海留学には，「家族留学」「孫留学」「親戚留学」などが

あり，保護者の負担軽減のための町の助成制度もあります。 
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【一日交流学習】 

5年生からは岡前小学校に通うことになるため，岡前小学校で一日交流学習を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  出典：天城町ホームページ，岡前小学校与名間分校ホームページ 
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（４）ＩＣＴの効果的な活用について

ICTの効果的な活用については，文部科学省より令和２年に「各教科等の指導における ICTの

効果的な活用について」が示されています。概要は以下の通りです。 

「各教科等の指導における ICTの効果的な活用について」文部科学省 令和 2年 9月 

【各教科等の指導における ICT活用の基本的な考え方】 

新学習指導要領に基づき，資質・能力の三つの柱をバランスよく育成するため，子供や学校等

の実態に応じ，各教科等の特質や学習過程を踏まえて，教材・教具や学習ツールの一つとして ICT

を積極的に活用し，主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善につなげることが重要。 

【留意点】 

〇 資質・能力の育成により効果的な場合に，ICTを活用する。 

〇 限られた学習時間を効率的に運用する観点からも，ICTを活用する。 

【国語】 

● 小学校

録画機能を活用して，自分や友達のスピーチをよりよい

ものにする。「話すこと・聞くこと」の授業において，タブ

レット型端末等を使って，自分や友達のスピーチの様子を

録画し，観点に沿って振り返ることで課題を見付け，改善

していくことができる。 

● 中学校・高等学校

文章作成ソフトで文章を書くことで，コメント機能等を用いて助言し合うことができる。文章

作成ソフトの校閲機能を用いて推敲させることで修正の履歴を残すことができる。 

【社会】 

● 小学校

写真や動画機能を用いて記録することで効果的に情報収

集を行うことができ，見えにくい情報を可視化できる。様々

な情報をより多く効果的に集めることができる。 

自分なりに考え分析した情報を他の児童と共有したり，

他の児童の考えを参考にしたりすることができる。映像や

音声データを用いて，分かりやすく伝えるプレゼン資料を

作成することができる。 

● 中学校・高等学校

情報のグラフ化・地図化，複数データの比較・統合等が

容易にできることから，データについての分析・解釈が行

いやすくなる。データを加工し，多様な表現や多様な発信

手法をとることができる。 
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【音楽，図画工作，美術，工芸，書道における１人１台端末の活用】 

表現および鑑賞の活動を通して，感性や創造性を豊かにし，生活や社会の中の芸術や芸術文化

と豊かに関わる資質・能力を育むことを目指す授業改善の手段として，ICTを積極的・効果的に

活用することが重要。 

実際に見る，聴く，触れるなどの身体感覚を働かせて学習する活動と ICT 活用をする活動を，

学習のねらいに応じて教師が見極めて，適切かつ効果的に活用することが重要。 

 

 ● 音楽 

リズムカードを並べ替え，楽譜を見たり音で聴いたりし

て確かめながら試行錯誤していくことで，音楽表現を工夫

することができる。 

ソフトウェアを用いて，自分が演奏した音を可視化する

ことにより，音のつながり方などを画面で確認し，音楽表

現を創意工夫することができる。 

 

 ● 図画工作，美術，工芸 

コンピューターの機能を生かして，形や色，構成の美し

さなどを考えながら，段ボールなどで表し方を工夫して工

作をつくることができる。 

タブレット PC を用いたアニメーションの制作や，３D

プリンターを活用してデザインしたものを製作するなどの

表現活動を行うことができる。 

 

 

 

 ● 書道 

自身の筆の動きなどを動画で記録して客観的に振り返っ

たり，示範動画をそれぞれのペースで確認したりすること

で，より工夫して表現することができる。 

 

 

 

 

 

  

ソフトウェアを活用したリズムづくり 

コンピューターの機能を生かした工作 

筆の動きなどの記録による表現の工夫 
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（５）適正規模・適正配置に関するさまざまな検討例

すでに，全国でさまざまな適正規模・適正配置の取組が行われています。類似の地方公共団体

の取組を参考に検討することも有効です。 

● 東京圏

将来推計結果 特 色 該当自治体 対応策 

全市的に減少 

小規模校までは

減少しない学校

が多い 

• 全市的に減少するが，学校

数が多いため，適正規模の

下限である12学級規模の

学校が多数発生する

東京都町田市 

等 

⇒ 
⚫ 通学区域の全面的な

見直しを検討 

同じ自治体で

二極化(1) 

・大規模校化

・小規模校化

(新設対応・要)

• 鉄道開発および大規模集

合住宅開発に伴い，鉄道沿

線エリアでは児童生徒数

が急増

• 一方で，他のエリアでは小

規模校化が進み再編統合

が必要

埼玉県八潮市 

千葉県柏市 

等 

⇒ 

⚫ 急増エリアでは１校

新設により対応

⚫ 減少エリアは，統合，

小規模特認校，小中

一貫化等を検討

同じ自治体で

二極化(2) 

・大規模校化

・小規模校化

• 鉄道沿線の学校では児童

生徒数が増加傾向にあり，

大規模校化が進行

• 一方で，市の縁辺部では小

規模校化が進み再編統合

が必要

東京都府中市 

東京都小金井市 

等 

⇒ 
⚫ 大規模校は学校選択

制，小規模校は再編

統合等を検討 

地域によって

状況が様々 

・増加予測地域

・変化なし地域

・減少地域

• 今後も当面は増加予測，あ

るいは既に減少傾向など，

地域・学校によって状況が

様々

• 現状では，適正規模・適正

配置の検討はまだ未着手

東京都大田区 

等 

⇒ 

⚫ 周辺の公共施設とあ

わせて学校施設の更

新（改築・改修等）を

検討

市の中心部でも

減少が加速 

【合併市】 

• 合併市であり，合併後は

市の縁辺部のエリアで再

編統合を実施

• 市の中心部の学校でも小規

模校化が進むが，再編統合

の検討はまだ未着手�

千葉県成田市 

等 

⇒ 
⚫ 市の中心部でも適正

規模・適正配置の検

討に着手が必要�

73



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

東京都町田市 20年後

12学級（適正規模の下限）以下

13学級 以上

埼玉県八潮市

東京都大田区

千葉県柏市

１校
新設

老朽化団地
⇒小規模

校化

鉄道沿線の
エリアで
児童数急増

ひとつの自治体
のなかで二極化

⇒ 交通や開発
動向など含
めて対応す
る必要がある

１校新設

古くからの住宅街
⇒小規模校化

鉄道沿線の
エリアで
児童数急増

急増エリア

減少エリア

千葉県成田市
同じ自治体内でも
状況がさまざま

市の縁辺   
ではすでに
適正化実施

市の中心エリア
も小規模校化

＜現在＞

直近20年の
年少人口変化

今後，増加

今後，減少

小学校

20年後には，全市的に減少し，過半の学校
が『12学級以下』となる

⇒ 通学区域の全面的な見直し

出典：「八潮市学校適正配置指針・計画」を編集 出典：「柏市立学校施設個別施設計画」を編集
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「人口動態を踏まえた学校規模の適正化・適正配置」の取組を進めるうえで重要なことは，選

択肢が複数あるうちに取り組むことです。状況が悪化してからでは，選択できる方策も限られて

しまい，工夫の余地がなくなってしまいます。適正規模の範囲を逸脱する可能性がある学校を把

握できた段階で，できるだけ早く検討に入ることが重要と考えます。 

● 地方都市（概ね人口 10万人以下）

将来推計結果等 特 色 該当自治体 対応策 

全市的に減少

(1) 

【合併市】 

• すでに学校再編に取り組んで

いる

• 総合管理計画改定，個別施設計

画を学校，他の公共施設含めて

全体で策定している

茨城県小美玉市 

等 

⇒ 

⚫ 個別施設計画の中で

他の公共施設と一体

で学校再編について

検討

全市的に減少

(2) 

【合併市】 

• 合併市であり，小規模な学校が

多く存在している

• 20年間で 24校を 10校に統

合再編する「統合再編計画」を

策定している

茨城県石岡市 

等 

⇒ 

⚫ 統合再編計画と連動

した学校施設個別施

設計画を策定して，統

合再編を推進

中学校区毎に 

状況が異なる 

• ２中学校区のうち，１つはすで

に小規模校が発生し今後も減

少が進む

• もう一方は，当面 10 年程度は

微増もしくは横ばいで推移す

る予測

長野県小諸市 

等 

⇒ 

⚫ まずは減少する中学

校区で小中一貫化含

めた再編を進める

全市的に減少 

さらに減少が
継続 

• 全小・中学校がすでに小規模校

化している中学校区がある

• 「規模適正化に向けて（基本計

画）」で中学校区毎の方向性が

示されている

奈良県桜井市 

等 

⇒ 
⚫ 長寿命化とあわせて

“規模適正化”を推進

学校毎に 

状況が異なる 

これまで増加
傾向が減少へ 

• 当面大規模校が維持する学校

もあれば，すでに小規模校化し

ている学校もあるなど，同じ中

学校区内でも状況が様々

奈良県香芝市 

等 

⇒ 

⚫ 施設の更新時期に小

中一貫化を視野に入

れ，必要に応じて統廃

合していくことを検

討
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そのためには，「基本的な考え方」等において，「〇年後に〇〇となる予測が出たら検討組織を

立ち上げる」等のルールを定め，体制を整えることが有効と考えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

三和小

鎌田小

下田小

香芝西中

真美ヶ丘西小

志都美小

五位堂小

余剰面積棟あり

減築できる棟あり減築できる棟あり
減築できる棟あり

減築できる棟あり

減築できる棟あり

旭ケ丘小

関屋小

香芝北中

二上小
香芝中

香芝東中
真美ヶ丘東小

香芝南
小中一貫

香芝
小中一貫

香芝西
小中一貫

香芝東
小中一貫

香芝北
小中一貫

減築できる棟あり

余剰面積棟あり

（2018年度時点）

学校名

学校名

教室活用状況（※）

※ 資料室や会議室等も
ともとの普通教室を
別の用途で活用して
いる諸室の面積を基

に算出

12

6 小規模校（11学級以下）

適正規模校（12～18学級）

大規模校（19学級以上）19

桜井西
中学校区

桜井東中学校区

桜井中学校区

大三輪中学校区

茨城県石岡市

奈良県桜井市

長野県小諸市

奈良県香芝市

「統合再編計画」で
24校を10校に再編

⇒長寿命化計画とあわせて
実行へ

芦原中学校区

小諸東中学校区

中学校

小学校

２つの中学校区ごとに
再編計画を検討

「規模適正化基本計画」で
中学校区ごとに再編

⇒長寿命化計画とあわせて
実行へ

将来の児童生徒数の減少
を見据え，小中一貫校化
を検討

出典：「石岡市立小中学校統合再編計画」

出典：「香芝市学校施設等長寿命化計画」

⚫ 検討を先送りせず，早めに対応する 

⚫ いくつもの選択肢があるうちに，取り組み始めることが大切 
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対応項目③   管理運営・施設の維持管理の見直し， 

       他の公共施設との複合化・共用化 

 

令和３年 1月 26日の中央教育審議会答申では，「令和の日本型学校教育」を実現するために，

「学校現場が力を存分に発揮できるよう，学校や教師がすべき業務・役割・指導の範囲・内容・

量を精選・縮減・重点化するとともに，教職員定数、専門スタッフの拡充等の人的資源、ICT環

境や学校施設の整備等の物的資源を十分に供給・支援すること」が方向性として打ち出されてい

ます。 

人的資源については，学校内，あるいは学校外との関係で「連携と分担」による学校マネジメ

ントを実現することで，学校における働き方改革を推進するともに、社会とつながる協働的な学

びを実現することが重要とされていることから，「管理運営・施設の維持管理の見直し」を進め

ることが求められています。 

また，物的資源については，学校施設と「他の公共施設との複合化・共用化」等の促進により

魅力的な教育環境の実現が期待されます。 

 

（１）管理運営・施設の維持管理の見直し（ １ ～ ４ ） 

学校における働き方改革の推進において，教師が負担感を有している事務作業や要望対応，部

活動などについて．事務作業等の合理化を進めるとともに．教師とそれ以外の職員・外部人材と

の役割分担の見直しを進め，業務の外部化等を図ることが不可欠な状況となっています。 

事例に見られるように，学校施設のハード面の維持管理のみならず，水泳授業やクラブ活動な

どのソフト面の管理運営まで外部化を進めるようになっています。いずれの事例も部分的に始ま

ったところであり，今後さらなる工夫と学校マネジメントに基づく総合的な取組みとすることに

より，学校現場や教師が力を十分発揮できるようにすることが必要です。 

そうした状況を整備することにより，学校現場や教師に新しい業務を次から次へと付加するこ

となく，地域住民等との連携・協働の実現や学校の地域の拠点化につなげることが可能となりま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対応項目③ 

学校運営や学校施設の在り方の見直しが必要 
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＜取組事例一覧＞ 

項 目 期待される効果等 

1 
プールの共

用化等 

① 市民プール等を活用
・更新費用縮減
・施設管理負担

の軽減

② 民間スイミング・スクールに水

泳授業を委託

・更新費用縮減
・施設管理負担

の軽減

・水泳指導負担
・安全管理負担

の軽減

③ 市有地に民間事業者が整備し

たプールで水泳授業を委託

・更新費用縮減
・施設管理負担

の軽減

・水泳指導負担
・安全管理負担

の軽減

・施設整備・保有 
負担の削減 

・財政収入の向上 

④ 学校とスポーツ施設（体育館・

グラウンド）の共用化

・更新費用縮減
・施設管理負担

の軽減

・安全管理負担
の軽減

・施設整備・保有 
負担の削減 

2 

学校施設の

維持・管理

の見直し 

（教員から

施設の維持

管理を切り

離す） 

① 小学校と出張所・地区プールを

複合化し，施設の維持管理を一

体的に民間に委託

・複合化に伴い施設維持管理の外部

委託

・施設管理負担

の軽減

② 学校を含む公共施設の維持管

理を包括的に民間に委託（学校

と他の公共施設の包括管理委

託）

・複数施設を包括的に施設維持管理
を外部委託

・施設管理負担

・運営（学校開放
調整）の軽減 

③ 学校開放の管理運営と校務員

業務を一体的に NPO 法人に委

託（総合型地域スポーツクラブ

との連携）

・管理・運営の一部を一体的に外部

委託（学校開放業務・校務員業務） 

・施設管理負担

・契約事務負担
の軽減

④ 学校と市民開放施設等をPFI事

業により一体的に整備・維持管

理

・複合化・PFI 事業に伴う施設維持

管理の実施
・放課後地域開放を外部委託

・施設管理負担

・運営(学校開放)
負担の軽減

3 

クラブ活動

の外部委託

（小・中学

校）

（高校）

① クラブ活動の外部委託（部活動

指導員の配置）

・クラブ活動指導支援の外部委託

・勤務時間,専門

指導負担の軽
減

② 学校と併設した社会体育施設

を管理運営する総合型地域ス

ポーツクラブが部活動を指導

③ 拠点校方式 ・クラブ活動指導の共同化

・勤務時間,専門

指導負担の軽
減

④ 運営主体の地域への移行（休日

の部活動）
・クラブ活動指導主体の移行

・勤務時間,専門

指導負担の軽
減

4 

学校施設の

時間外活用 

（地域の拠

点化） 

① アフタースクール，日曜日レッ

スン等（私立学校）

・児童・保護者のニーズの多様化へ

の対応（放課後の居場所・専門指
導）

・放課後活動の充 

実 

② 小学校の施設全体を活用した

放課後児童クラブ，月謝制の継

続的なプログラムを実施（公立

学校）

・児童・保護者のニーズの多様化へ
の対応

（放課後の居場所・専門指導）

・放課後活動の充 

実 

③ 学校開放プールの管理・運営に

指定管理者制度を導入

・時間外の学校施設の管理・運営を

教員から，切り離し

・時間外の管理運 

営負担・責任の 

削減 
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1 プールの共用化 

プールの共用化には，下記の①～③のように，既存施設の活用，民間事業者への委託，民間事業

者を活用した整備・運営といった大きく３つの方向性があり，学校や地域の特性・状況に応じて適

用する必要があります。さらに④のように，プール以外の施設の共用化も検討可能です。 

概 要 効果，留意点等 

① 

市民プール等を

活用 

【神奈川県海老名

市等】 

• 学校プールを全校で廃止し，市内
４か所の屋内温水プールを活用し
て水泳授業を実施。 

• 移動に必要なバス経費等を負担しても，老
朽化に伴うプールの更新費用，年間維持管
理費等が大幅に削減。 

• プールの管理に伴う教員の負担が軽減。

• 天候に左右されず，計画どおりに水泳の授
業が可能となった。

• 温かさ，広さ，清潔感などにより児童生徒
が意欲的に授業に取り組むことができる。 

• 専門のプール監視員が配置されているた
め，安全面が向上した。

② 

民間スイミン

グ・スクールに

水泳授業を委託 

【千葉県佐倉市

等】 

• 平成 25 年度から市内の小学校１
校でプールをなくし，民間事業者
が運営するスイミングスクールで
水泳授業を実施。 

• スイミングスクールのインストラクター
も加わり，きめ細かな指導が実現するとと
もに，安全管理面および施設管理面での教
員の負担が軽減。

• 指導に係る事前打ち合わせのために，スイ
ミングスクールへ複数回，足を運ばなけれ
ばならない。

• 往復の移動で約１授業時間を要する。

• 民間事業者の撤退・廃業等，民間委託のリ
スクを踏まえた検討が必要。

③ 

市有地に民間事

業者が整備した

プールで水泳授

業を委託 

【愛知県高浜市】 

• 高浜小学校の建替えを機に，学校
にプールを設置するのではなく，
市が土地を提供し，民間事業者が
新たにプールを整備，水泳授業を
委託。 

• 民間事業者は市に地代を支払う一
方，学校の水泳授業以外の時間は，
会員制スポーツクラブとして運
営。 

• 小学校１校が令和元年６月より水
泳授業を開始，今後小学校 5 校と
中学校 1 校が段階的に共用化を進
める予定。

• 市は，プールの利用に応じた費用のみを民
間事業者に支払う。 

• 天候に左右されない，安定したカリキュラ
ム（天候・温度）

• 専門指導者による効果的指導が期待でき
る。

• 水質（塩素濃度）が一定で，高い衛生管理
が実現できる。

• 市民にとって新たなスポーツクラブの利
用ができる。

④ 

学校とスポーツ

施設 

（体育館・ｸﾞﾗｳ

ﾝﾄﾞの共用化）

【東京都港区】 

• 児童数の増加に対して，限られた
区有地で対応するため，スポーツ
センターを中心とした複合施設の
敷地を活用して，小学校を新設。 

• 運動場面積が十分とれないため，
体育授業や休み時間における運動
については，屋上校庭，体育館，
プール（利用期間以外は屋内運動
場として使用）のほか，スポーツ
センターのアリーナの活用や，昼
休みでは隣接の区立芝浦公園の利
用を予定。 

• 令和４年４月開校予定。

• 限られた敷地となるが，隣接複合施設のス
ポーツセンターや区立公園を活用するこ
とにより，教育環境を確保。避難所機能は
隣接複合施設と一体的に整備。

• 隣接複合施設の防災センターにおいて，新
設小学校校舎の防災および防犯設備の管
理を一元的に実施。 
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2 学校施設の維持・管理の見直し 

 

 概 要 効果，留意点等 

① 

小学校と出張

所・地区プール

を複合化し，施

設の維持管理

を一体的に民

間に委託 

【東京都目黒区

（碑小学校）】 

• 小学校と出張所・地区プールを複
合化することで，地区プールの管
理を行う受託事業者が学校施設
全体の保守点検業務を実施。 

• 地区プールは業務受託者が管理
運営，区出張所は区長部局が管理
運営。 

• 学校施設での設備の不具合に迅速に対応
がされるとともに，教員の施設管理負担の
軽減につながっている。 

• 高機能な屋内プールは，地域住民の利用に
も供しており，また，特色ある学校の教育
活動も可能となっている。 

• 学校開放部分とそれ以外の部分を区分す
るための施錠可能な扉が設けられている
ことにより，学校開放時の管理負担の軽減
に繋がっている。 

② 

学校を含む公共

施設の維持管理

を包括的に民間

に委託（学校と

他の公共施設の

包括管理委託） 

【東京都東村山市】 

• 小中学校 23 校を含む対象施設
85 施設，600 以上の維持管理
業務を包括的に民間事業者グル
ープに委託することで，安全・安
心の確保と生産性（契約等に係る
事務負担）の向上を実現。 

• 市の資産マネジメント課が統括。 

• 職員がコア業務に専念できる状
況を実現。 

• 施設ごとにバラつきがあった業務の仕様
を最適化。 

• 巡回点検（付加価値提案）によりきめ細や
かな現場対応が実現。 

• 民間事業者と行政の二重三重のチェック
体制などマネジメント強化。 

• フリーWi-Fi の設置（付加価値提案）によ
り，市民の利便性も向上。 

③ 

学校開放の管理

運営と校務員業

務を一体的に

NPO 法人に委

託（総合型地域

スポーツクラブ

との連携） 

【神奈川県川崎市】 

• 川崎市の２つの学校において，用
務員業務等と学校開放事業の２つ
の業務を併せてNPO法人に委託。 

• 学校からは教頭等の管理職が毎月の調整
会議に出席するが，調整会議の準備や進行
はNPO法人が実施。利用調整や利用者へ
の指導もNPO法人が行っており，学校の
負担は比較的軽い。 

• 掃除や備品の修理等もNPO法人が率先し
て実施。 

• NPO 法人が学校と利用団体の橋渡し役に
なる等により，利便性が向上，次第に既存
団体にも納得を得られるようになった。 

• 学校開放の年間延べ利用人数は11年間で
約１万人から約７万人に増加。 

④ 

学校と市民開放

施設等を PFI事

業により一体的

に整備・維持管

理 

【東京都調布市

（調和小学校）】 

• 小学校２校を統合時に，地域が利
用できる屋内プール，図書館を
PFI事業により複合的に整備。 

• 施設管理は学校，体育館，プール，
図書館を含め，PFI 事業者が実
施。 

• 体育館，校庭の運営を NPO法人
が自主運営として実施。NPO法
人，隣接する市民大町スポーツ施
設の維持管理・運営を市より受託
し，一体的に運営。 

• NPO 法人の会員は，学校の使用時間以外
の体育館（アリーナ），校庭，屋内温水プ
ールなどの優先利用のほか，音楽室等の特
別教室も利用可能となっている。 

• 従来の学校開放は地域住民と副校長等か
らなる「学校開放委員会」が運営を行って
いるが，学校開放部分をＮＰＯ法人が担っ
ているため，健全育成推進地区委員会やＰ
ＴＡにとって関連事務の負担軽減となっ
ている。 

• 幼児から高齢者まで活動できる生涯学習
の場となっており，利用者は開設後１５年
経過した今も年々増加傾向となっている。 
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3 クラブ活動の外部委託 

 

 概 要 効果，留意点等 

① 

クラブ活動の

外部委託（部活

動指導員の配

置） 

【福島県他】 

• 中学校，高等学校の部活動顧問の
勤務時間での負担や指導経験不
足等の課題に対応して，部活動の
技術指導や大会への引率等を行
う「部活動指導員」を学校教育法
の定める学校職員として制度化。 

• 課題は，人材確保。 

• 手当（時給 1,500円から 2,000円程度） 
月額最高 15万円程度。 

② 

学校と併設し

た社会体育施

設を管理運営

する総合型地

域スポーツク

ラブが部活動

を指導 

【石川県かほく

市 ( 宇ノ気中学

校)】 

• 中学校の改築時に，体育館を社会
体育施設として整備，管理運営を
総合型地域スポーツクラブに指
定管理者として委託。 

• 総合型スポーツクラブは，中学校
の部活動の指導等に協力。 

• 学校施設は学校と教育委員会が管理。 

• 社会体育施設は指定管理者である総合型
地域スポーツクラブが管理。 

• 学校開放を含め，施設の貸館調整や入退出
は総合型地域スポーツクラブが実施。 

• 学校の部活動に準じた形で，総合型地域ス
ポーツクラブが放課後に中学校への指導
を実施。中学校にサッカー部はなかった
が，生徒は指定管理者の運営するサッカー
クラブに参加することができる。 

③ 

拠点校方式 

【東京都八王子

市】 

• 市立中学校・義務教育学校に通う
中学生にとって望ましい部活動
が展開されるよう，新しい部活動
の在り方を創造する方策の一つ
として「拠点校方式による部活
動」および「合同部活動方式によ
る部活動」を実施。 

• 中学校において，生徒数の減少に伴う学校
の小規模校化，部活動指導教員の不足など
の課題を抱え，生徒の興味・関心に応じた
部活動の設置・運営に困難な状況が発生し
たことに対応。 

• 生徒が希望する部活動に参加できる可能
性が増える。 

• 指導経験・能力等で教員の負担が軽減され
る。 

• 移動に係る経費等生徒の保護者の負担が
発生する可能性がある。 

④ 

運営主体の地域

への移行（休日

の部活動） 

【岐阜県羽島市竹

鼻中学校】 

• 2021 年 4 月より，全ての運動
部の休日活動を地元のスポーツ
クラブへ移行。 

• 地域の外部指導者に任せること
で教員の負担を軽減。 

• 専門の指導者が関わることで技
術の向上も期待。 

• 保護者の送迎等の当番の負担や教員の専
門的指導・休日の負担の軽減，生徒の選択
肢の確保等の効果がある。 

• 文化系の部活動のクラブ化は見送りとさ
れており，今後の課題となっている。 
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4 学校施設の時間外活用（地域の拠点化） 

 

 概 要 効果，留意点等 

① 

アフタースク

ール，日曜日レ

ッスン等（私立

学校） 

【立命館小学校】 

• 京都市の私立立命館小学校では，
下校時間後にアフタースクール
を開催。 

• また，日曜日には系列の中学校・
高等学校と連携した英語教育プ
ログラムを希望者に実施。 

• 下校時間後，一定時間まで児童が安心して
過ごせる時間と場所を保障するとともに，
児童の興味や関心に合わせた活動を行う
ことを通して，自らの可能性を見出してい
くことを目的としている。 

② 

小学校の施設

全体を活用し

た放課後児童

クラブ，月謝制

の継続的なプ

ログラムを実

施（公立学校） 

【東京都渋谷区】 

• 渋谷区では全区立小学校に放課
後クラブを開設。 

• 教育委員会が運営統括を行い，各
放課後クラブの運営は，専門事業
者の指導員が実施。 

• 校庭，体育館，図書室，特別教室
など，学校施設を活用して活動。 

• 児童・保護者のニーズに応えたク
ラブ事業のコーディネート，地
域・企業の協力者の確保を行い，
クラブ事業の企画運営を行うこ
とを運営事業者に求めている。 

• プログラミング，理科実験教室，
英会話など，月謝制の継続プログ
ラムを開始。 

 

③ 

学校開放プー

ルの管理・運営

に指定管理者

制度を導入 

【愛知県一宮市】 

• 学校開放プールについて指定管
理者制度を導入。市内 13か所の
学校開放プールを，他の通年開業
施設や夏季開業施設と一括して
指定管理者が管理（市立小学校
42校中 7校，市立中学校 19校
中 6校で実施）。 

• 一宮市立学校施設使用条例にお
いて，指定管理者に学校プールの
管理を行わせることができる旨
規定。 

• 指定管理者が開場期間中のプー
ルの使用許可（受付），維持管理，
清掃等の業務を実施。 

• 指定管理者が学校プール内のセ
キュリティの確保を担う。監視員
には救命および監視に必要な知
識を習得することを義務付けて
いる。鍵の管理は基本的に指定管
理者が実施。 

• 利用調整や利用者への指導も指定管理者
が実施，学校の負担は軽くなっている 

• 原則的に指定管理者が責任を負う形で管
理・運営を行っている。 

• ごく例外的な場合を除いて教員による対
応が求められることはないため，学校や教
員の業務負担は大幅に軽減されている。 
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（２）他の公共施設との複合化・共用化（ ５ ） 

他の公共施設との複合化・共用化に関する事例は多く見られるようになってきています。令和

３年 1 月 26 日の中央教育審議会答申においても，「地域の実態に応じた公的ストックの最適化

の観点からの施設整備の促進」が求められている中，「地域コミュニティ拠点形成等の観点から

他の公共施設との複合化・共用化など，計画的・効率的な施設整備を進める必要がある」とされ

ています。 

次ページに，いくつかの取組事例を例示していますが，単なる施設面（ハード面）での複合化・

共用化では，面積削減や施設の機能向上等の効果が限定的となるほか，教員への負担が増加する

可能性もあります。運営面・管理面（ソフト面）での連携により，教員への負担増加を回避しな

がら，学習環境の高機能化・多機能化，地域における生涯学習やコミュニティの拠点形成，さら

には子育て支援センターや幼稚園・保育所，児童館等の子ども関連機能の集約・ワンストップサ

ービスを実現し子育てサービスの充実と施設の有効活用を図ることで，コスト削減等につなげて

いくことができると考えられます。 
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5 学校と他の公共施設との集約化・複合化 

 

 概 要 

① 

学校・町立図書館・町民

体育館の複合化 

【香川県まんのう町】 

• 中学校の建替えにあわせて町立図書館と町民体育館を新たに複合的に整
備，維持管理・運営する事業を PFI 事業で実施。 

• 町民体育館は中学校の授業等でも使用。町立図書館の運営事業者が中学
校の図書館運営業務も受託，町内の子どもたちの読書環境が充実。 

② 

中学校と保育所，高齢者

福祉施設，商業施設の複

合化 

【京都市】 

• 中学校の統合・建替えにあわせて，市中心部の希少な土地の有効活用，
市の厳しい財政状況，地域ニーズへの対応を図るため，地域ニーズの高
い施設（高齢者福祉・子育て），地域の賑わいを創出する施設（商業施設）
との複合化施設を整備。PFI 事業により実施。 

 

③ 

学校施設と他の機能と

の複合化 

＜新築型＞ 

【埼玉県吉川市立美南小学

校】 

• 新興住宅地での公共施設整備にあたって，学校と地域ニーズに対応した
複数の公共施設を一体的に整備。地域コミュニティの拠点が形成。 

• 施設の維持管理，補修修繕については，各施設の管理者が実施しており，
不具合の生じた箇所の所管が不明な場合は，担当者間で協議の上，対応
している。施設警備・光熱水費の支払いについては，教育委員会で一括
して支払っている。 

④ 

区分所有による学校施

設の高機能化 

【東京都品川区立第一日野

小学校】 

• 小学校の改築とともに，隣接の教育総合会館を改修・増築し，所有部局
が異なる施設間の連携・共有化を図った。 

• 施設全体の維持管理業務は民間の管理業者に委託。  

• 小学校，幼保一体施設，図書館，文化センター，教育センターといった
教育・文化施設を改築・改修・増築等により一体的に整備することによ
り，教育環境の充実，地域の教育・文化活動の拠点形成等につながって
いる。 

⑤ 

隣接する社会体育施設

を利用 

【秋田県東成瀬村】 

• 小学校の老朽化した屋内運動場および廃校になった高校の屋内運動場を
解体し，同敷地に村民体育館を建設し，小学校とは渡り廊下でつなぐこ
とで，児童が敷地外に出ることなく使用できるようにした。 

⑥ 

1 地区ごとに小学校・中

学校・公民館が 1 つずつ

ある特色を生かして「地

域とともにある学校」の

実現へ 

【埼玉県日高市】 

• 令和 2年 4月から，市内全ての小・中学校で，コミュニティ・スクール
を基盤とした小中一貫教育を開始。各小・中学校区で１つ（合計６つ）
の学校運営協議会を設置する。 

• 1 地区ごとに小学校・中学校・公民館が１つずつあることや地域の協力
が強いという日高市の特色を生かし，義務教育 9 年間を見通した学校教
育を実現する。 

⑦ 

小学校と中学校が１校

ずつ配置された学区に

あたっては，小・中学校

施設一体型の校舎の整

備を検討することを計

画 

【弘前市】 

• 平成 29 年，小学校と中学校が１校ずつ配置された学区のうち，市内で
最も建築年が古く，老朽化が進んでいる石川小学校，石川中学校につい
て，地区の町会や PTAなどの地域団体からの要望があり，公共施設（公
民館，市役所の出張所，児童館）と複合化した施設一体型の校舎整備を
行うこととなった。 

• 学校を中心とした地域コミュニティの核となる学校施設を目指し，施設
の複合化だけでなく，図書室の一部，音楽室，家庭科室については，児
童館や公民館などとの共用を予定している。 
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≪複合化の効果検証の必要性≫ 

複合化に際して，対象となる施設が各々必要な諸室を積み上げただけでは、床面積や職員数は

増加し，稼働率は変わらないといった状況になります。複合化では，施設の一元的な管理を実施 

利
用
状
況

ス
ペ
ー
ス
構
成

複合化前 複合化後

49%
59% 56%

40%
46%

30% 33%
22%

38%

3%
11%

3%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

午前 午後 夜間 午前 午後 夜間 午前 午後 夜間 午前 午後 夜間

大会議室 小会議室 和室 調理室

53% 46% 51%

17% 21% 17% 26%

37% 31% 35% 39%

61%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

午前 午後 夜間 午前 午後 夜間 午前 午後 夜間 午前 午後 夜間

第一集会室 第二集会室 第三集会室 第四集会室

集会施設 諸室の稼働率（平日）

2,645㎡
（＋811㎡ 44％）1,834㎡

稼働率の低い調理室は複合化後は廃止

ロビー
92㎡

事務室
35㎡

共用
246㎡

廊下
トイレ
宿直室
湯沸室

（41％）

和室1

30㎡
和室2

30㎡

小会議室
48㎡

大会議室
66㎡

調理室
60㎡

共用
100㎡
廊下

トイレ
（48％）

事務室
43㎡

卓球室
67㎡

ロビー
33㎡

静養室
（和
室）
36㎡

相談室
14㎡

事務室
18㎡

大広間（和室）
146㎡      

浴室更衣室
18㎡

浴室更衣室
18㎡ 共用

126㎡
廊下

トイレ
宿直室
湯沸室

（34％）

窓口事務室
35㎡

書庫
9㎡

更衣室
10㎡

更衣室
10㎡

窓口事務室
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会議室（和室）
110㎡

倉庫
13㎡

控室14㎡

控室
14㎡
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10㎡

宿直室
湯沸室
14㎡

窓口
待合
25㎡

共用
191㎡

廊下
階段
トイレ
機械室

（30％）

窓口
待合
73㎡

ロビー
216㎡

活動室1

175㎡

ロビー
140㎡

活動室2

48㎡

窓口事務室
167㎡

会議室1

122㎡
会議室2

122㎡

談話室
32㎡

音楽スタ
ジオ
46㎡

第1集会室
60㎡

第2集会室
60㎡

第3集会室
40㎡

第4集会室
40㎡

相談室
26㎡

打合室
16㎡

書庫
16㎡

休憩室1

12㎡

休憩室2

14㎡

印刷室
16㎡

事務室
75㎡

事務室
35㎡

複合化後も稼働率は変わっていない

各施設の必要諸室を階ごとに積み上げ
た複合化

約200人/日約160人/日

集会施設 諸室の稼働率（平日）

施設全体の利用者

集
会
施
設

子
育
て
支
援
施
設

高
齢
者
福
祉
施
設

窓
口
施
設
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集
会
施
設
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設

集
会
施
設

高
齢
者
福
祉
施
設

窓
口
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設

窓
口
施
設
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する等，管理運営面を合わせて見直す事で，スペースの共用化、集約化が可能となり，効率的な

サービスの提供とコスト縮減が可能となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ロビー・談話機能凡例

事務機能

相談機能

スタジオ機能

書庫・倉庫機能

共用機能（廊下・トイ
レ・浴室・倉庫機能等）

集会・研修・会議機能 更衣・休憩機能

窓口機能

4F

3F

2F

窓
口
施
設

1F

集
会
施
設

子
育
て
・
高
齢
者
施
設

集
会
施
設

子
育
て
・
高
齢
者
施
設

(100,000)

0

100,000

200,000

300,000

175％
増加

1.27億円/年 2.23億円/年

トータルコスト

複合化前 複合化後

（千円）

人件費

委託費

事業費

収入

効果的な複合化の例 2,600㎡

ロビー

共用

廊下
階段
トイレ
倉庫
収納
給湯室

EV
ゴミ置場

事務室

会議室1 会議室2 会議室3 会議室4

会議室5 会議室6 会議室7 会議室8

打合室1

打合室2

打合室3

打合室4

窓口
待合

相談室
26㎡

書庫
16㎡

休憩室1

12㎡

休憩室2

14㎡

印刷室
16㎡

更に活用できるスペースが増える

ロビー機能の共用化・
集約化

集会・会議・研修機能
の共用化・集約化

活動室1 活動室2

事務室機能の共用化・
集約化

ロビー
43㎡

音楽スタジオ

管理運営面を合わせて見直
す事で、スペースの共用・
集約化が可能となり、効率
的なサービスの提供とコス
ト縮減が可能となる

開館時間・利用状況に合
わせてスペースを集約

フレキシビリティを確保

集会施設

多世代間交流の場の形成

一体的な運営管理の実施

運
営
用
状
況

コ
ス
ト
状
況

17：00で閉館する施設は閉館後
他の施設で利用可能

委託費や事業費等の運営管理面を
含めたコストの最適化が必要

22：00

複合化後

23人/日 40人/日

22：00

17：00

17：00

施設全体職員数

複合化前

管理運営面の見直し
•建物全体の一体的運営管理
の実施

•効果的、効率的な職員配置
•指定管理者等の民間活用
等

複合化前 複合化後
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＜対応項目③ 出典一覧＞ 

１ ① 文部科学省「学校施設長寿命化計画策定に係る解説書」H29.3 

② 文部科学省「学校施設長寿命化計画策定に係る解説書」H29.3

③ 高浜市ホームページ（勤労青少年ホーム跡地活用事業）

④ 港区ホームページ（港区立芝浜小学校整備）

２ ① 文部科学省「学校施設長寿命化計画策定に係る解説書」H29.3 

② スポーツ庁「学校体育施設の有効活用に関する手引き」R2.3

③ 東村山市ホームページ（包括施設管理委託）

④ 文部科学省「学校施設長寿命化計画策定に係る解説書」H29.3

３ ① 文部科学省資料（部活動指導員の制度化について） 

② スポーツ庁「学校体育施設の有効活用に関する手引き」R2.3

③ 八王子市ホームページ（拠点校方式による部活動参加にあたって）

④ 羽島市ホームページ（竹鼻中学校の休日部活動をクラブ化）

４ ① 立命館小学校ホームページ（アフタースクール） 

② 渋谷区ホームページ（放課後クラブ）

③ スポーツ庁「学校体育施設の有効活用に関する手引き」R2.3

５ ① 文部科学省「文教施設における多様な PPP/PFI事業等の事例集」R2.3 

② 文部科学省「学校施設長寿命化計画策定に係る解説書」H29.3

③ 文部科学省「学校施設長寿命化計画策定に係る解説書」H29.3

④ 文部科学省「学校施設長寿命化計画策定に係る解説書」H29.3

⑤ 文部科学省「学校施設の集約化・共同利用に関する取組事例集」R2.3

⑥ 日高市ホームページ（日高市小中学校未来構想）

⑦ 文部科学省「学校施設の個別施設計画（ネクストステージ）事例集」R3.3
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対応項目④   部局横断的な検討体制の構築（情報の一元化） 

横断的実行計画を策定し実行していくためには，部局を超えた全庁的な取組が必要となります。

そのためには，「部局横断的な検討体制」と「部局横断的な情報の一元化」が非常に重要です。 

教育委員会において，望ましい学習環境の方向性や学校再編の方針・方向性を策定し，実行段

階に入ると，たとえば学校施設の「時間外の有効活用」や「地域の拠点化」，さらにはまちづく

りと連動した学校施設の実現などには，部局横断的な検討が必要不可欠となります。そのため，

全市的な視点から学校再編に取り組むための検討体制の構築が必要です。 

また，さまざまな検討を進めるための基本となるものは「情報」であり，何よりその一元化が

求められます。現状では各所管ごとに各種のデータを独自に所蔵しており，一元的な管理や最新

情報の共有がなされていない状況が多く見られます。規模の大きい地方公共団体ほど情報量が膨

大なため，各データ間の関連付けや一元管理が難しい状況です。 

部局を超えて情報の一元管理をすると，更新時期が近い施設が近接していたり，似たような計

画が別の部署であったりということが分かりやすくなります。またたとえば，学校施設は余裕ス

ペースがある一方で，近隣のコミュニティセンターではニーズが増加してスペースが不足してい

ることが分かれば，余裕スペースの活用が視野に入ります。このように情報を一元的にみること

で，新たな改善策が生まれる可能性があります。 

 

● 部局横断的な検討体制の構築が必要

• 教育委員会から方針・方向性が示されたら，全庁的な検討体制を構築
して，具現化していく必要がある。

• 教育委員会だけでは，他の公共施設との集約化・複合化による地域の
拠点化やまちづくりとの連動などの検討に限界がある。

● 情報を一元化することで様々な検討ができる

• 施設に関する情報（建築年，延床面積，敷地面積，劣化状況等）だけ
でなく，利用・運営・コスト状況等，さらには都市計画情報や空きス
ペース情報など，所管所属では様々な情報を保有している。

• それらを一元化し，情報をひもづけて活用できる仕組みを構築するこ
とで，部局を超えた改善検討が可能となる。

対応項目④ 

⚫ 教育委員会だけでは対応できない

⚫ 首長が自ら取組を先導する必要がある

⚫ 縦割りを脱した地方公共団体で，取組を進めることができている
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■ 組織を超えた部局横断的な検討体制（長野県小諸市の例）

適正規模・適正配置の検討例②で挙げた長野県小諸市では，令和３年３月までに学校区の在り

方や小中一貫教育の推進，学校再編の方向性などをまとめました。 

今後は，具体的な再編計画の検討が始まります。 

 

（実現に 

教

育

委

員

会

教育審議会（2019年3月～2021年3月）

（新たな学習環境）
（ＩＣＴ化）
（小中一貫の在り方）
（コミュニティスクール化）
（プールの共用化）等

学校
教育審議会
答 申

（令和３年４月）

望ましい
学習環境の
見える化

（令和３年４月）

連動

一人一人の学びを支える教育の推進１．

小中一貫教育の実施（例）２．

市民参加による教育の推進３．

学びを支える環境を整える４．

「望ましい学習環境」の見える化

• 授業（ICT，英語，遠隔授業等）
• 個別支援（学習ボランティア等）
• 特別支援教育 ・家庭学習

• 児童生徒のつながり
• スペースの活用，中学校専科教員授業を

小学生が受講，小中教職員の交流等

• ボランティアによるさまざまなｻﾎﾟｰﾄ
• 活動の場づくり（ｺﾐｭﾆﾃｨｽｸｰﾙ）等

• 不登校対応（個室空間，オンライン等）

市と民間施設との連携（例）５．

求められる学校の実現に向けて

１．一人一人の学びを支える教育の推進
２．小中一貫教育の実施（例）
３．市民参加による教育の推進
４．学びを支える環境を整える

市の広報へ掲載

・住民説明会 等

答申の
見える化

教育委員会・教育審議会での議論のまとめ

学区の在り方、小中一貫教育の推進、学校再編の方向性をまとめ、
「望ましい学習環境」の見える化を図った。
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望ましい学習環境を具現化していくためには，学校の空きスペースの活用やコミュニティスク

ール化による地域拠点機能の予算化，施設の管理運営の見直し，立地適正化計画等との連動など，

教育委員会だけでは対応できないことも出てくるため，首長部局と一体となって再編計画の検討

に取り組む体制を検討しています。 

部
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情
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これまでの11年間 今後の10年間

62.0億円/年

10年間総額
620億円

40年間総額
2,189億円

改築劣化部位修繕
（C・D評価の修繕）

経常修繕（グ ラウンド、附属
屋等の改修）
（近年と同程度９億円）

中規模修繕 長寿命化改修
（機能回復・向上）

20年間総額
1,219億円

30年間総額
1,585億円

（ 億
円）

（ 年度）

区営住宅を含む

公共施設のみ
（区営住宅を加える必要がある）

2020（ R2）・2021（ R3） 年は予 算額

現在

0.9倍
直近11年間
60.6億円/年

現在かかっているコスト

空きスペース
活用

コミュニティ
スクール化
地域の拠点化
(時間外活用)

施設の
管理運営等

財政面
都市計画
立地適正化

首 長 部 局

教 育 委 員 会

比較

複数の選択肢の提示

学校施設担当 学務課 教育総務課 学校長等

小学校

小学校

中学校

中学校

⚫ 教育審議会答申および望ましい学習環境の見える化を受け，

教育委員会だけでは対応できないことについて，首長自ら取組

を先導する必要がある。

向けて） 
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■ 情報の一元化による横断的検討体制の検討（東京都大田区の例）

東京都大田区では，学校施設長寿命化計画と公共施設個別施設計画を別々に策定していますが，

それぞれが抱える課題を一緒に検討することで解決することができることから，情報を一元化し，

部局横断的な検討体制を構築して対応しています。 

実態・課題把握

変更前総延床面積㎡：
建物数：

471,889.1
261

年度

延床面積（㎡） 施設分類別／築年度別所有状況表（床面積㎡）
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・ 系施設 その他 区民文化系施設 行政系施設 産業系施設 子育て支援施設 社会教育系施設

保健・福祉施設

保健・福祉施設

行政系施設

区民文化系施設

産業系施設

社会教育系施設

その他      ・        系施設

子育て支援施設

新耐震基準（1982年以後の建築）
１３８棟（52.9％） ３４５，２１６㎡（73.2％）

旧耐震基準（1981年以前の建築）
1２３棟（47.1％） １２６，６７３㎡（26.8％）

1971年
帯筋間隔法令

改正

対象建物

261棟
47.2万㎡

（㎡）
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60年 50年 40年 30年 20年 10年 現在

築50年以上
32棟 12.3％
3.9万㎡ 8.2％

築40年以上
86棟 33.0％

8.5万㎡ 18.0％

築30年以上
50棟 19.2％

7.2万㎡ 15.2％

築20年以上
55棟 21.0％

19.0万㎡ 40.4％

築10年以上
20棟 7.7％

3.9万㎡ 8.4％

築10年未満
18棟 6.9％

4.6万㎡ 9.8％

旧耐震建物が27％
築30年以上が42％
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中学校
校舎

小学校
屋内運動場

小学校
校舎

さざなみ学園
教員宿舎

(㎡)

1971年以前の建築
168棟 23.0％

23.1万㎡ 38.8％

(年度)

築50年以上
124棟 16.9％

16.3万㎡ 27.4％

築40年以上
239棟 32.7％
21万㎡ 35.2％

築30年以上
249棟 34％

10.5万㎡ 17.5％

築20年以上
69棟 18.6％

4.9万㎡ 8.2％

築10年以上
24棟 10.2％

1.6万㎡ 2.8％

築10年未満
27棟 3.7％

5.3万㎡ 8.9％

築30年以上 612棟 83.6％ 47.8万㎡ 80.2％

新耐震基準（1981年より後の建築）
318棟 43.4％ 19.7万㎡ 33.1％

旧耐震基準（1981年以前の建築）
414棟 56.6％ 39.9万㎡ 66.9％

築20年以上 681棟 93％ 52.7万㎡ 88.4％

築50年以上が約30％
築30年以上が約80％

築年別整備状況

公
共
施
設
個
別
施
設
計
画

学
校
施
設
長
寿
命
化
計
画

今後の維持更新コスト
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これまでの11年間 今後の10年間

現在

76.8億円/年

10年間総額
768億円

75.4億円/年

40年間総額
3,016億円

改築

劣化部位修繕
（C・D評価の修繕）

1.08倍

経常修繕（グラウンド、附属屋等の改修）
（近年と同程度９億円）

中規模修繕

73.5億円/年

20年間総額
1,470億円

73.4億円/年

30年間総額
2,207億円

（億円）

（年度）

1.03倍 1.04倍

６年間の実績値のうち
2020年度は予算額

長寿命化改修
（機能回復・向上）

６年間の実績値
71.1億円/年

1.06倍

年２校の改築と長寿命化改修を併用

現
在 今後10年間
76.8億円/年

1.06倍のかい離

40年間
74.5億円/年

直近6年間
71.1億円/年

R3.3

R3.3

公共施設と学校、区営住宅が
それぞれに個別計画を策定している

築年別整備状況

老朽化しており改築等で非常にコス
トがかかる

今後の維持更新コスト

建替えと長寿命化改修の併用

学校に比べると新しいが、子育て支
援、福祉、区民文化施設が老朽化

年２校建替えたとしても全て対応する
のに40年かかり、1.06倍のかい離

公共施設の維持更新コスト年54.7億円
に区営住宅の年平均9.6億円が加わると
1.01倍のかい離になる

学校、公共施設ともこれまでの施設
関連経費に収まらない

学校を優先して整備する必要がある
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これまでの11年間 今後の10年間

現在
69.4億円/年

10年間総額
694億円

６年間の実績値
60.6億円/年

経常修繕（グラウンド、付属屋等の改修）
（近年と同程度７億円）

70.9億円/年

20年間総額
1,418億円

（億円）

（年度）

区営住宅
長期修繕計画
(9.7億円/年）

40年間総額
2,571億円

公共施設
維持更新費

公共施設全体(40年間)
64.3億円/年

公共＋住宅
64.3億円/年
（1.06倍）

公共
60.6億円/年
（11年平均）

公共施設は11年間の平均
（区営住宅を含まない）

64.3億円/年

1.1倍

現在

今後10年間
69.4億円/年

40年間
64.3億円/年

1.01倍のかい離

直近10年間
63.4億円/年
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学校全体の劣化度 （直近10年間の事業対象）

適正規模・適正配置検討（R3⇒10年後⇒20年後も12学級未満）

学区の再編と統廃合

地域状況

地域状況

調布地域

蒲田地域

大森地域

糀谷・羽田
地域

JR京浜東北線

蒲田駅

馬込駅

多摩川駅

大 規 模 マ ン
ションが建設
（六郷   ）

土地、建物に余裕スペースがない中で、新
たな区民ニーズへの対応が必要

児童・生徒数はピーク時から半減、児童・生
徒の変化が激しく、学校ごとに対応が必要

部局横断的な検討体制の構築

それぞれで検討するのではなく、公共施
設と学校をあわせて考えると改善案が検
討できる

【学校の課題】
・ピーク時から学級数が大きく減少
・余裕教室がある学校
・20年後まで12学級以下の学校

学校だけ、公共だけでは課題が解決
できない

【地域の課題例】
・児童館と高齢者施設の老朽化
・障害者福祉に対するニーズ等

学校と公共の情報の一元化による検討例

◆学校施設、公共施設のそれぞれの整備時

期を明確化し、時期の重なる施設を抽出

建物基本情報 躯体の健全性

伊勢原小学校 1期校舎 RC 3 - 1,281 1962 S37 58 旧 済 済 1996 12.8 要調査 2020 14.5 5.4 良好 6678 長寿命

伊勢原小学校 2期校舎 RC 3 - 1,291 1966 S41 54 旧 済 済 1996 11.6 要調査 2020 11.4 17.3 劣化 4528 建替え

伊勢原小学校 3期校舎 RC 4 - 3,368 1979 S54 41 旧 済 済 1998 22.4 長寿命 - - - 良好 - 長寿命

伊勢原小学校 屋内運動場 RC 2 - 831 1979 S54 41 旧 済 済 1998 25.6 長寿命 - - - 良好 - 長寿命

伊勢原小学校 プール付属室 CB 1 - 47 1971 S46 49 旧 - - - - 長寿命 - - - 良好 - 長寿命

高部屋公民館 - RC 2 - 729 1982 S57 38 新 - - - - 長寿命 - - - 良好 - 長寿命

図書館・子ども科学館 - RC 4 2 8,036 1988 S63 32 新 - - - - 長寿命 - - - 良好 - 長寿命

耐
力
度

（
1

万
点
満
点

）

中
性
化
深
さ

（
㎜

）

目
視
結
果

西
暦

和
暦

基
準

診
断

施設名称 建物名称
構
造

地
上

地
下

延
床
面
積

（
㎡

）

築
年
数

耐震安全性 耐震診断時データ

補
強

調査
年度

圧
縮
強
度

（
N
/

㎟

）

試
算
上
の
区
分

詳細調査データ

総
合
評
価

調
査
年
度

圧
縮
強
度

（
N
/

㎟

）

建築年度

● 建物情報一覧(概要情報)
施設の基本情報

概
要
情
報

維持管理・修繕、改修、更新等の計画
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◎
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◎
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◎

30年後10年後 20年後

改築・長寿命化改修等の計画

長寿
命化
改修

10年後 20年後 30年後

廃
止

地域
協議

他施設と
複合化

改築

   

防水

今後40年の計画

●●小学校

●●老人憩の家
●●児童館

○○小学校

○○学習館
○○図書館

○○児童館・
○○学童保育所池上図書館

移転

改築

現在から20年後まで12学級未満の学校

改築

青少年交流
センター整備

適応指導
教室

入新井第一小・
大森北四丁目
複合施設改築

再整備

大森西二丁目
複合施設改築

子ども家庭
総合支援

センター新築

跡地利用

複合化

田園調布富士見
会館改修

新築

改築

東調布中・
複合施設改築

仮庁舎と
して活用

田園調布せせらぎ
館体育施設新築

赤松小・
北千束二丁目
複合施設改築

東調布第三小・
南久が原二丁目
複合施設改築

改築

現時点（R2年度）
計画反映

12学級以下の学校

改築計画のある学校学校を中心とした複合化

特別出張所等を
中心とした複合化 現在から20年後まで

12学級未満の学校

地域の施設配置の観点からの検討 立地の観点からの検討

学校の改築等に合わせて余剰容積に放課後
ひろば、地域包括支援センター、シニアス
テーションを複合化

児童館

高齢者
施設

小学校

セキュリティライン

学校施設 公共施設

児
童

児童

高齢者

学校 放課後ひろば

地域包括支援
センター

シニア
ステーション
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対応項目⑤   横断的なコストの最適化 

（１）横断的なコスト把握例

■ 小・中学校（長野県小諸市の例）

学校関係のコストについては，「ハード関連（改修・修繕費，光熱水費等）」「運営関連（特別

支援関連，通学補助等）」「管理費関連（教育委員会人件費等）」「新たな学習関連（英語教育，ICT

等）」などそれぞれ予算科目が分割されており，これにさらに都道府県費からの「教職員人件費」

が加わるというのが現状です。 

予算科目ごとの改善を図ることは当然ですが，よりマクロな視点から総体としてみたコストを

削減するということも重要です。 

教育予算の内訳を明確化するとともに，学校ごとにトータルの費用を算出したり，基礎自治体

の支出分なども把握するなどして，横断的な改善を実行することによるコスト効果を明らかにし

ていくことが必要になります。 

同時に，横断的な改善が行いやすい予算編成についても検討していく必要があります。 

● 把握項目例

項 目 事業例 費用内訳例 

ハード

（施設面） 
施設維持管理事業 

・空調設備設置工事

・漏水修繕工事，外壁雨漏れ補修工事等修繕費

・警備業務委託，保守点検業務，清掃業務

・修理，備品購入費 等 

運営面 
教育振興事業 

教育支援事業 

・中学校部活動指導員報酬

・支援教員報酬，旅費

・遠距離通学補助金（小学校・中学校）

・就学援助費，就学奨励費（小学校・中学校）  等 

管理面 
学校運営費 

学校管理費 

・学校生活支援員（日本語指導補助）人件費

・小中学校校務用パソコン等リース料

・備品購入費(消耗品等)，電話料金，交通費

・補助金・交付金（各種大会参加等）

・学校評議員会報酬，職員給与費 等 

新たな学習 

（ＩＣＴ） 

（英語教育）等 

ＩＣＴ教育推進事業 

英語教育推進事業 

・インターネット使用料

・備品購入費（トナー，用紙等消耗品，パソコン購入等）

・校務支援システム利用負担金

・支援教員報酬 等 

給食関連 給食運営事業 

・給食調理員賃金

・灯油代，ガス料金

・備品購入費（消耗品等）

・給食調理員保菌検査，食材検査費 等 

教職員人件費 

（都道府県費） 

・教職員人件費

対応項目⑤ 
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● 把握例 

＜小・中学校全体＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜学校別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

14億円 14億円

11億円

12,554
13,373 12,873

10,677 10,041

14,657

18,247

14,722

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

Ａ小 Ｂ小 Ｃ小 Ｄ小 Ｅ小 Ｆ小 ＡＡ中 ＢＢ中

教育振興事業費
教育支援事業費

施設維持管理
事業費

学校運営費等

給食関連事業費

ICT教育推進事業費

英語教育推進事業

1.2億円
1.3億円

1.3億円

1.1億円
1.0億円

1.5億円

1.8億円

1.5億円
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■ 高等学校（静岡県の例）

高等学校の教育予算の内訳及び整理例です。基礎自治体の小学校・中学校教職員人件費や高等

学校の教職員人件費のほか，小学校・中学校と同様に「ハード関連（改修・修繕費，光熱水費等）」

「運営関連（特別支援関連，通学補助等）」「管理費関連（教育委員会人件費等）」「新たな学習関

連（ICT等）」などに分類できます。 

● 把握項目例

項 目 事業例 事業の内訳例 

ハード

（施設面） 

学校等施設整備事業 

学校等長寿命化事業 

学校施設警備委託事業費 

等 

・学校校舎等の大規模補修，維持補修

・特別支援学校の整備費

・県立学校の老朽化対策費

・借地料，休日・夜間警備委託費，跡地管理費 等

運営面 

高等学校水産実習費，農業実

習費， 

特別支援学校費 

等 

・遠距離通学助成費

・航海実習に係る経費，実習船補修費

・就学支援金

・特別支援学校教職員人件費   等 

管理面 

高等学校管理費 

生徒指導等事業費 

補修等のための指導員等派遣

事業費 

等 

・県立学校の管理運営費

・スクールカウンセラー派遣経費

・支援員配置及び就学継続支援のための経費

・大会開催経費，派遣助成費

・事務局職員人件費，教委委員報酬 等 

新たな学習 

（ＩＣＴ）等 

ＩＣＴ活用事業費 

ＩＣＴ教育推進事業費 

外国語教育推進事業費 

高校生 ｶ ﾞ ｯ ﾁｬ   ﾞ事業費 

等 

・授業用ＩＣＴ機器整備費

・外国語教育の充実図る経費，海外留学等支援費

・高校生が大学での研究活動等を実施する経費

等 

給食関連 高等学校等給食管理事業費 
・夜食費補助，給食調理委託

・放射能測定機器管理委託

教職員人件費 教職員給与費 

・小学校教職員人件費

・中学校教職員人件費

・高等学校教職員人件費

＜県教育費全体＞ 

0

50,000,000

100,000,000

150,000,000

200,000,000

250,000,000

H29 H30 H31平成29 平成30 令和元

高等学校等奨学事業費
特別支援学校費 等

県立学校等修繕費
県立学校等施設整備事業費

高等学校管理費

給食管理事業費

ICT教育推進事業費等

2,045億円 2,052億円 1,986億円

教職員給与費
小学校教職員人件費

中学校教職員人件費

高等学校教職員人件費
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（２）部局横断的なコストシミュレーション（茨城県石岡市の例）

茨城県石岡市では，学校施設個別施設計画（令和２年３月）の策定において，各学校の詳細な

実態把握により劣化状況を把握し，今後の修繕・改修コストを明らかにしただけでなく，適正規 

 

 

2
0
2
0

2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

2
0
2
6

2
0
2
7

2
0
2
8

2
0
2
9

2
0
3
0

2
0
3
1

2
0
3
2

2
0
3
3

2
0
3
4

2
0
3
5

2
0
3
6

2
0
3
7

2
0
3
8

2
0
3
9

児童数 39 37 41 43 42 46 42 40 36 35 34 33 32 31 31 30 29 28 28 27
学級数 4 4 5 4 4 5 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

校舎-1 1,872 5 長寿命 a a a - a a a a 100

北小学校 屋内運動場 689 41 長寿命 d c c - a a - - 56

北小学校 プール - - - - - - - - - - - -

児童数 440 437 435 411 402 393 386 381 372 381 370 362 355 348 340 333 326 318 311 304
学級数 18 17 16 16 15 14 13 13 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12

校舎-1 2,728 51 要調査 B C B C B B A B 59

府中小学校 校舎-2 727 43 長寿命 A B B B B C A - 77

府中小学校 校舎-3 1,797 38 長寿命 B C B B B C A B 70

府中小学校 屋内運動場 857 47 長寿命 A C B C B B - - 58

府中小学校 プール - - - - - - - - - - - -
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基本情報 躯体

(R3)(R2) (R4) (R5) (R6) (R7) (R8) (R9) (R10) (R11) (R12)(R13) (R14) (R15) (R16) (R17) (R18) (R19) (R20) (R21)

今後のあり方 ２０年計画

現在

建替え

長寿命化

設計

設計

設計

建替え

建替え設計

設計 建替え

建替え設計

児童数 39 37 41 43 42 46 42 40 36 35 34 33 32 31 31 30 29 28 28 27
学級数 4 4 5 4 4 5 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

校舎-1 1,872 5 長寿命 a a a - a a a a 100

北小学校 屋内運動場 689 41 長寿命 d c c - a a - - 56

北小学校 プール - - - - - - - - - - - -

児童数 440 437 435 411 402 393 386 381 372 381 370 362 355 348 340 333 326 318 311 304
学級数 18 17 16 16 15 14 13 13 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12

校舎-1 2,728 51 要調査 B C B C B B A B 59

府中小学校 校舎-2 727 43 長寿命 A B B B B C A - 77

新校舎 - - - - - - - - - - - -

府中小学校 校舎-3 1,797 38 長寿命 B C B B B C A B 70

府中小学校 屋内運動場 857 47 長寿命 A C B C B B - - 58

府中小学校 プール - - - - - - - - - - - -

児童数 327 320 319 306 316 301 302 302 289 294 273 267 261 255 250 244 239 234 229 224
学級数 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12

校舎-1 1,826 40 長寿命 D C C C B A A B 49

杉並小学校 校舎-2 2,394 41 長寿命 D C C C B A A B 49

杉並小学校 屋内運動場 894 40 長寿命 C B C B B - - - 66

杉並小学校 プール - - - - - - - - - - - -

生徒数 410 403 414 408 412 402 398 382 393 362 378 370 361 353 345 338 330 323 315 308
学級数 13 12 12 12 12 12 12 12 12 12 13 12 12 12 12 12 12 12 11 10

校舎-1 1,599 38 長寿命 B B B B B B A - 77

府中中学校 校舎-2 4,808 17 長寿命 A A A A A A A A 100

府中中学校 校舎-4 261 53 長寿命 C C C B B B - - 61

府中中学校 屋内運動場 991 49 長寿命 A B B B A B - - 81

府中中学校 柔剣道場 638 38 長寿命 B B B B B B - - 75

府中中学校 プール - - - - - - - - - - - -

杉並小学校

府中小学校

北小学校

府中中学校
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基本情報 躯体

(R3)(R2) (R4) (R5) (R6) (R7) (R8) (R9) (R10) (R11) (R12)(R13) (R14) (R15) (R16) (R17) (R18) (R19) (R20) (R21)

今後のあり方 ２０年計画

現在

統
合
再
編

建替え

建替え

長寿命化

設計

設計

設計

新校舎
校舎１・２を
集約建替え
（3,600㎡）

除
却

長寿
命化

長寿命化

長寿命化

設計

設計

除
却

生徒数減少を踏まえ建替えない

建替え設計

地域協議

中
規
模
改
修

中規模

出典：「石岡市学校施設個別施設計画」令和 2年 3月を基に作成 

２４校維持した場合 

１０校に統合再編した場合 

＜府中中学校区＞抜粋 

＜府中中学校区＞抜粋 

詳
細
な
ハ
ー
ド
の
実
態
に
基
づ
く
試
算
【
施
設
担
当
】 

統
合
再
編
計
画
を
反
映
し
た
試
算
【
再
編
担
当
】 

統合により
廃止 

『学校施設長寿命化計画』と『統合再編計画』をあわせた計画を策定 

統合せず， 

建替え 

コスト削減と教育環境の向上が図れる
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模・適正配置のセクション，さらには首長部局の公共施設マネジメント担当部署や財政課等とも

調整を図りながら，令和元年６月に策定した「石岡市立小中学校統合再編計画」と連動させるか

たちで，今後 20年間の学校施設の在り方を中学校区ごとに明確にしています。 
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長寿命化改修 経常修繕費新築・改築長寿命化改修（積み残し） 中規模修繕

直近10年間

総額 144 億円

14 億円/年

直近5年間

総額 74 億円

15 億円/年

直近20年間

総額 216 億円

11 億円/年

15年間203億円 ・ 14億円/年 20年間202億円 ・ 10億円/年

10 20 40

直近７年間平均
6.5億円／年

直近40年間
総額418億円
10億円/年

（「ア」より-13％削減）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40

2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050 2051 2052 2053 2054 2055 2056 2057 2058 2059

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4.9 4.9 6.1 2.3 3.4 2.2 3.7 2.6 2.6 3.3 3.3 3.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.6 3.6 3.6 4.0 2.9 5.6 10.5 12.8 88.3 32%

0.0 0.0 1.9 1.9 8.5 8.5 1.5 1.5 6.5 6.5 5.9 5.9 3.7 3.7 0.0 3.4 3.4 0.0 0.0 0.0 1.1 1.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.5 6.4 7.3 6.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 90.9 32%

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0%

1.1 0.0 3.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.1 0.9 5.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 7.4 1.8 5.3 0.6 5.6 0.0 0.0 5.0 0.0 5.0 0.8 0.8 3.2 1.9 1.3 0.0 2.4 0.0 0.0 0.0 0.0 57.9 21%

0.0 8.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 8.9 3%

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0%

1.1 1.1 1.1 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 34.1 12%

2 10 7 3 10 9 7 7 14 10 15 10 14 7 4 8 8 4 1 8 4 7 1 6 1 1 6 1 6 2 7 10 12 12 4 7 4 6 11 14 280.0

（単位：億円）

（年度）

建替え

大規模改修

大規模改修(築40以上)

中規模修繕

緊急修繕（CＤ評価部位の改修）

建替え積み残し

計

経常修繕費

合計金額
79.4 79.1 87.733.7

1.1 1.1 1.1 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 
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2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050 2051 2052 2053 2054 2055 2056 2057 2058 2059

長寿命化改修 経常修繕費

直近10年間

総額 79 億円

8 億円/年

40年間

総額 280 億円

7 億円/年

新築・改築

直近5年間

総額 32 億円

6 億円/年

現在

直近20年間

総額 159 億円

8 億円/年

中規模修繕緊急修繕

今後のあり方「２０年計画」と連動した維持更新コスト

園部小中一貫
化に伴う整備

国府小中一貫
化に伴う整備

北小統合に伴う
府中小建替え

杉並小府中中 ２校集約統合に伴
う柿岡小長寿命化

18年間150億円 ・ 8億円/年 20年間121億円 ・ 6億円/年

柿岡小への統
合に伴う増築

石岡中

直近１０年間の事業

79億円 ・ 7.9億円/年

（－３億円）

10 20 40

－３億円×２０年

＝６０億円 の効果

（P.14「イ」より-33％削減）

部位修繕

24校残した場合
１１億円/年

●「石岡市立小中学校統合再編計画」と連動したコスト 

● 長寿命化主体型で更新した場合のコスト ２４校維持した場合 

１０校に統合再編した場合 

⚫ 部局横断的なコストの最適化のためには， 

合化 

これらの計画をあわせて対応していくことが必要であり，効果検証のための 

コストシミュレーションツールの作成が必要である。 

長寿命化計画 適正規模・適正配置 他の公共施設との集約化・複合化 管理・運営の見直し 
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対応項目⑥   国の基準・標準より地方公共団体の独自基準の設定 

学校等の施設整備について，文部科学省では「学校施設整備指針」において学校教育を進める

上で必要な施設機能を確保するために，計画および設計における留意事項を示しています。また，

公立学校施設費国庫負担金等に関する関係法令等の運用細目では，学級数に応じた校舎の必要面

積や教室数と総面積などを示しています。 

地方公共団体では，これらの基準を踏まえながら，学校施設の目指すべき姿や望ましい学習環

境を実現するための独自基準を定め，学校施設長寿命化計画と連動しながら，適正規模・適正配

置や ICT化等を推進していく必要があります。 

 

種類 名称 数
広さ

(目安)
総 ﾏ数 1cl=64㎡

教室 通常学級 CL 1

特別支援学級 5 1 5.0 320

かがやきルーム（特別支援室含む） 1 1 1.0 64

管理諸室 校長室 1 0.5 0.5 32

職員室 1 2 2.0 128

職員室②

事務室 1 0.5 0.5 32

保健室 1 1 1.0 64

用務員室（労務主事室） 1 0.5 0.5 32

放送室（スタジオ含む） 1 0.5 0.5 32

印刷室 1 0.5 0.5 32

職員用更衣室 2 0.5 1.0 64

特別教室 理科室① 1 1.5 1.5 96

理科室②（19学級以上） 1 1.5 1.5 96

理科準備室 1 0.5 0.5 32

音楽室① 1 1.5 1.5 96

音楽室②（19学級以上） 1 1.5 1.5 96

音楽準備室 1 0.5 0.5 32

図工室 1 1.5 1.5 96

図工準備室 1 0.5 0.5 32

家庭科室 1 1.5 1.5 96

家庭科準備室 1 0.5 0.5 32

コンピューター室 1 1.5 1.5 96

コンピューター準備室 1 0.5 0.5 32

図書室（司書室含む） 1 2.5 2.5 160

その他諸室 視聴覚室（準備室含む）

生活科室（準備室含む）

相談室 2 0.5 1.0 64

少人数教室 2 1 2.0 128

学習室

多目的室 1 2 2.0 128

適正案

面積基準

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

0 5 10 15 20 25 30

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

（参考）

９㎡/人

国庫補助基準
多目的あり

特支２学級

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

（㎡）

※

小規模校 適正規模 大規模

（学級）

0

小学校

学級数と面積基準の関係
（国庫補助基準等）

諸室基準

必要諸室基準
（整備する教室）
（教室数）
（１か所あたり面積）
（１   あたり面積）等

中学校等

小学校

中学校等

小学校 中学校

大規模校 19学級以上 19学級以上

標準規模校 12～18学級 12～18学級

小規模校 11学級以下 11学級以下

適正規模・適正配置
の基準

各種基準の検討イメージ

等

≪学校規模の適正化≫ ≪学校の適正配置(通学条件)≫

● 従来の通学距離の基準
小学校：４ｋｍ以内
中学校：６ｋｍ以内

● 通学時間の基準
１時間以内を一応の目安

対応項目⑥ 

学校施設の目指すべき姿や望ましい学習環境等の方針・方向性と 

連動した地方公共団体独自の基準の設定が必要 
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対応項目⑦   防災・衛生・セキュリティ 

 

学校施設を取り巻く近年の様々な状況を鑑みると，「防災」「衛生」「セキュリティ」に関する

対応も非常に重要です。 

「防災」については，地震・台風等の自然災害時における児童生徒の安全確保は重要な課題で

す。また，児童生徒が一日の大半を過ごす活動の場であるとともに，災害時には避難所として活

用される学校施設については，耐震化をはじめとした防災行政が推進されています。東日本大震

災から浮かび上がった学校施設の重要な課題のうち，津波対策および避難所となる学校施設の在

り方については，文部科学省が検討部会を設けて「災害に強い学校施設の在り方について～津波

対策及び避難所としての防災機能の強化～（平成26年3月7日）」として取りまとめています。

今後も，日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震，東海地震，東南海・南海地震，首都直下地震等の

発生が想定されているなど，自然災害は避けて通ることができません。取組事例等を参考にしな

がら防災機能を備えた学校施設の整備を進めていくことが重要です。 

「衛生」については，「学校における新型コロナウィルス感染症に関する衛生管理マニュアル

～「学校の新しい生活様式」～」等において，「３つの密」を避ける，「人との間隔が十分とれな

い場合のマスクの着用」および「手洗いなどの手指衛生」など，基本的な感染対策を継続する「新

しい生活様式」を導入するためのマニュアルが，定期的に更新され示されています。これらのマ

ニュアルを活用しながら，地域の感染状況を踏まえて学習内容や活動内容を工夫して，可能な限

り授業や部活動，各種行事等の教育活動を継続し，子供の健やかな学びを保障していくことが必

要です。 

「セキュリティ」については，学校施設と他の施設との集約化・複合化が進められていくこと

になれば，より一層の配慮や工夫が必要となります。すでに文部科学省でも，たとえば「学習環

境の向上に資する学校施設の複合化の在り方について（平成 27 年 11 月）」のなかで，動線分

離等による防犯対策の事例や夜間警備体制，複合施設との維持管理実施状況などについて，具体

的な解説をしています。これらの事例を参考にしながら，地域や各学校の実情に応じたセキュリ

ティ確保の在り方について検討する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

対応項目⑦ 
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４．横断的実行計画のまとめ 

横断的実行計画の業務のながれを整理すると下図のとおりです。個別施設計画の分類分けから

始まり，人口動態を踏まえた適正化・適正配置では，詳細な将来推計を行いながら，課題のある

学校を抽出し，対応策まで検討します。その際には，適正規模・適正配置の方針を分かりやすく

見える化しながら，将来の望ましい学習環境の実現に向けて住民と話し合いながら進めることが 

学校個別計画の分類分け①

人口動態を踏まえた学校規模の適正化・適正配置②

管理運営・施設の維持管理の見直し
他の公共施設との複合化・共用化

③

国の基準・標準より基礎自治体の独自基準の設定⑥

防災・衛生・セキュリティ⑦

②－１）人口動態を踏まえた学校規模の適正化・適正配置

適正規模・適正配置方針
（答申）

望ましい学習環境の
見える化

さまざま要因（配慮すべき事項）

⚫ＩＣＴ化
⚫教職員の配置構成
⚫児童生徒数の変化
⚫施設状況
⚫通学区域 等

方向性
方針
まとめ

②－２）適正規模・適正配置方針，望ましい学習環境の見える化

    の共用化

維持管理委託

地域の拠点化 等

（2021年３月策定）

等

将来推計の実施

0

6
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0
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1988
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2013
2014
2015
2016
2017
2018
2019
2020
2021
2022
2023
2024
2025
2026
2027
2028
2029
2030
2031
2032
2033
2034
2035
2036
2037
2038

中学校1校あたりの学級数 小学校1校あたりの学級数 児童生徒数 生徒数 児童数
（人）

現在

児童生徒数

1 学校規模の
    ・      整理

2

視点

子どもの視点

教員の視点

保護者の視点

適正規模の定義

児童数

生徒数

小学校 中学校

大規模校 19学級以上 19学級以上

標準規模校12～18学級12～18学級

小規模校 11学級以下 11学級以下

3

基本的な考え方
基本方針の検討

4

適正配置の検討5対応策の検討6

通学区域の見直し

統合等

学校選択制

校舎の増改築

新設小規模校

標準
規模校

大規模校当面の
対応策
の検討

7

100



 

 

 

重要です。さらに，具体的な実行に向けては，部局横断的な検討体制を構築し，全庁的な取組と

して位置付け，横断的なコストの最適化と学習環境の向上を実現していく必要があります。 

このようにして，部局を超えた横断的な検討を行うことが，多様化する時代の変化に応じた学

習環境をつくりながら，コストの最適化を図る方法と考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情

報

の

一

元

化

・

検

討

体

制

住民合意
・

実行へ
『学校再編計画』の策定

小中一貫
水明小敷地にて

建替え

（廃止）

（廃止）

Ⅰ案 Ⅱ案 Ⅲ案

（廃止）

小中連携
水明小

長寿命化+増築

（廃止）

芦原中
長寿命化

芦原中隣接地に
小学校新設

（廃止）

（廃止）

（廃止）

小中一貫

6 2 4 6 7 7 
10 

21 

1 
7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 

12
14 9

13 13 12

19

13

17 15 16 16
6

1

1 1 1

15
5

2

1 3

1

2

1

4

8

11 9
15

27 28

9

39

17

12

3

29

11 7

13

4
15

23

34
30

34
38

49

56

41

59

49

24

26

8 43
50

24

26
26

32

21

15
13

13

29
25

14

5

24

39

26
14

11

115

10

15
18

15
17

2

68

37

29

38

16

18
24 17

16

10
1

1

1

2

23
26

25

5

3

5 13 18 17
10

4

1

1 2

2 1

15

15

15

6
14 20

25

36

33

22

13 22

0

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

110

120

130

140

150

160

170

2
0
1
0

2
0
1
1

2
0
1
2

2
0
1
3

2
0
1
4

2
0
1
5

2
0
1
6

2
0
1
7

2
0
1
8

2
0
1
9

2
0
2
0

2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

2
0
2
6

2
0
2
7

2
0
2
8

2
0
2
9

2
0
3
0

2
0
3
1

2
0
3
2

2
0
3
3

2
0
3
4

2
0
3
5

2
0
3
6

2
0
3
7

2
0
3
8

2
0
3
9

2
0
4
0

2
0
4
1

2
0
4
2

2
0
4
3

2
0
4
4

2
0
4
5

2
0
4
6

2
0
4
7

2
0
4
8

2
0
4
9

2
0
5
0

2
0
5
1

2
0
5
2

2
0
5
3

2
0
5
4

2
0
5
5

2
0
5
6

2
0
5
7

2
0
5
8

2
0
5
9

2
0
6
0

これまでの11年間 今後の10年間

62.0億円/年

10年間総額
620億円

40年間総額
2,189億円

改築劣化部位修繕
（C・D評価の修繕）

経常修繕（グ ラウンド、附属
屋等の改修）
（近年と同程度９億円）

中規模修繕 長寿命化改修
（機能回復・向上）

20年間総額
1,219億円

30年間総額
1,585億円

（ 億
円）

（ 年度）

区営住宅を含む

公共施設のみ
（区営住宅を加える必要がある）

2020（ R2）・2021（ R3） 年は予 算額

現在

0.9倍
直近11年間
60.6億円/年

6 2 4 6 7 7 
10 

21 

1 
7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 

12
14 9

13 13 12

19

13

17 15 16 16
6

1

1 1 1

15
5

2

1 3

1

2

1

4

8

11 9
15

27 28

9

39

17

12

3

29

11 7

13

4
15

23

34
30

34
38

49

56

41

59

49

24

26

8 43
50

24

26
26

32

21

15
13

13

29
25

14

5

24

39

26
14

11

115

10

15
18

15
17

2

68

37

29

38

16

18
24 17

16

10
1

1

1

2

23
26

25

5

3

5 13 18 17
10

4

1

1 2

2 1

15

15

15

6
14 20

25

36

33

22

13 22

0

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

110

120

130

140

150

160

170

2
0
1
0

2
0
1
1

2
0
1
2

2
0
1
3

2
0
1
4

2
0
1
5

2
0
1
6

2
0
1
7

2
0
1
8

2
0
1
9

2
0
2
0

2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

2
0
2
6

2
0
2
7

2
0
2
8

2
0
2
9

2
0
3
0

2
0
3
1

2
0
3
2

2
0
3
3

2
0
3
4

2
0
3
5

2
0
3
6

2
0
3
7

2
0
3
8

2
0
3
9

2
0
4
0

2
0
4
1

2
0
4
2

2
0
4
3

2
0
4
4

2
0
4
5

2
0
4
6

2
0
4
7

2
0
4
8

2
0
4
9

2
0
5
0

2
0
5
1

2
0
5
2

2
0
5
3

2
0
5
4

2
0
5
5

2
0
5
6

2
0
5
7

2
0
5
8

2
0
5
9

2
0
6
0

これまでの11年間 今後の10年間

62.0億円/年

10年間総額
620億円

40年間総額
2,189億円

改築劣化部位修繕
（C・D評価の修繕）

経常修繕（グ ラウンド、附属
屋等の改修）
（近年と同程度９億円）

中規模修繕 長寿命化改修
（機能回復・向上）

20年間総額
1,219億円

30年間総額
1,585億円

（ 億
円）

（ 年度）

区営住宅を含む

公共施設のみ
（区営住宅を加える必要がある）

2020（ R2）・2021（ R3） 年は予 算額

現在

0.9倍
直近11年間
60.6億円/年

6 2 4 6 7 7 
10 

21 

1 
7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 

12
14 9

13 13 12

19

13

17 15 16 16
6

1

1 1 1

15
5

2

1 3

1

2

1

4

8

11 9
15

27 28

9

39

17

12

3

29

11 7

13

4
15

23

34
30

34
38

49

56

41

59

49

24

26

8 43
50

24

26
26

32

21

15
13

13

29
25

14

5

24

39

26
14

11

115

10

15
18

15
17

2

68

37

29

38

16

18
24 17

16

10
1

1

1

2

23
26

25

5

3

5 13 18 17
10

4

1

1 2

2 1

15

15

15

6
14 20

25

36

33

22

13 22

0

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

110

120

130

140

150

160

170

2
0
1
0

2
0
1
1

2
0
1
2

2
0
1
3

2
0
1
4

2
0
1
5

2
0
1
6

2
0
1
7

2
0
1
8

2
0
1
9

2
0
2
0

2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

2
0
2
6

2
0
2
7

2
0
2
8

2
0
2
9

2
0
3
0

2
0
3
1

2
0
3
2

2
0
3
3

2
0
3
4

2
0
3
5

2
0
3
6

2
0
3
7

2
0
3
8

2
0
3
9

2
0
4
0

2
0
4
1

2
0
4
2

2
0
4
3

2
0
4
4

2
0
4
5

2
0
4
6

2
0
4
7

2
0
4
8

2
0
4
9

2
0
5
0

2
0
5
1

2
0
5
2

2
0
5
3

2
0
5
4

2
0
5
5

2
0
5
6

2
0
5
7

2
0
5
8

2
0
5
9

2
0
6
0

これまでの11年間 今後の10年間

62.0億円/年

10年間総額
620億円

40年間総額
2,189億円

改築劣化部位修繕
（C・D評価の修繕）

経常修繕（グ ラウンド、附属
屋等の改修）
（近年と同程度９億円）

中規模修繕 長寿命化改修
（機能回復・向上）

20年間総額
1,219億円

30年間総額
1,585億円

（ 億
円）

（ 年度）

区営住宅を含む

公共施設のみ
（区営住宅を加える必要がある）

2020（ R2）・2021（ R3） 年は予 算額

現在

0.9倍
直近11年間
60.6億円/年

再編プラン

コスト

再編プラン

コスト

再編プラン

コスト

現 状

6 2 4 6 7 7 
10 

21 

1 
7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 

12
14 9

13 13 12

19

13

17 15 16 16
6

1

1 1 1

15
5

2

1 3

1

2

1

4

8

11 9
15

27 28

9

39

17

12

3

29

11 7

13

4
15

23

34
30

34
38

49

56

41

59

49

24

26

8 43
50

24

26
26

32

21

15
13

13

29
25

14

5

24

39

26
14

11

115

10

15
18

15
17

2

68

37

29

38

16

18
24 17

16

10
1

1

1

2

23
26

25

5

3

5 13 18 17
10

4

1

1 2

2 1

15

15

15

6
14 20

25

36

33

22

13 22

0

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

110

120

130

140

150

160

170

2
0
1
0

2
0
1
1

2
0
1
2

2
0
1
3

2
0
1
4

2
0
1
5

2
0
1
6

2
0
1
7

2
0
1
8

2
0
1
9

2
0
2
0

2
0
2
1

2
0
2
2

2
0
2
3

2
0
2
4

2
0
2
5

2
0
2
6

2
0
2
7

2
0
2
8

2
0
2
9

2
0
3
0

2
0
3
1

2
0
3
2

2
0
3
3

2
0
3
4

2
0
3
5

2
0
3
6

2
0
3
7

2
0
3
8

2
0
3
9

2
0
4
0

2
0
4
1

2
0
4
2

2
0
4
3

2
0
4
4

2
0
4
5

2
0
4
6

2
0
4
7

2
0
4
8

2
0
4
9

2
0
5
0

2
0
5
1

2
0
5
2

2
0
5
3

2
0
5
4

2
0
5
5

2
0
5
6

2
0
5
7

2
0
5
8

2
0
5
9

2
0
6
0

これまでの11年間 今後の10年間

62.0億円/年

10年間総額
620億円

40年間総額
2,189億円

改築劣化部位修繕
（C・D評価の修繕）

経常修繕（グ ラウンド、附属
屋等の改修）
（近年と同程度９億円）

中規模修繕 長寿命化改修
（機能回復・向上）

20年間総額
1,219億円

30年間総額
1,585億円

（ 億
円）

（ 年度）

区営住宅を含む

公共施設のみ
（区営住宅を加える必要がある）

2020（ R2）・2021（ R3） 年は予 算額

現在

0.9倍
直近11年間
60.6億円/年

現在かかっているコスト

空き
スペース
活用

          化
地域の拠点化
(時間外活用)

施設の
管理運営等

財政面
都市計画
立地適正化

首 長 部 局

教 育 委 員 会

比較

複数の選択肢の提示

学校施設担当 学務課 教育総務課 学校長等

小学校

小学校

中学校

中学校

部 局 横 断 的 な 検 討 体 制 の 構 築④

横 断 的 な コストの最 適 化 と 学 習 環 境 の 向 上⑤

実現に向けて
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